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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　海底地盤上に載置可能な防波堤用構造体であって、該構造体は底板で海底地盤上に載置
される骨組み構造からなり、重量部分が水面上部に置かれ、少なくとも平均水面が傾斜位
置に来るように該骨組み構造体に配設された港内側に傾斜した不透壁を有する防波版を備
え、前記底板を少なくとも港内側と港外側に分割し、該底板間に底板の無い部分を設けた
ことを特徴とする防波堤用構造体。
【請求項２】
　前記防波版の港内側に傾斜した不透壁と水面下で連接する鉛直の不透壁が設けられてい
ることを特徴とする請求項１記載の防波堤用構造体
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の防波堤用構造体であって、
　次の（１）式で表わされた、港外側から港内側に押し寄せる波による該構造体に作用す
る押す力による該構造体の安全係数ＳＦａと、
次の（２）式で表わされた、港内側から港外側に引く波による該構造体に作用する引く力
による該構造体の安全係数ＳＦｂとが、共に１．２以上であることを特徴とする防波堤用
構造体。
ＳＦａ＝（Ｗ－Ｕ＋Ｆｖ１＋Ｆｖ２）／ＦH …（１）
ＳＦｂ＝（Ｗ－Ｕ＋Ｆｖ２）／ＦH …（２）
ここで、Ｗ：防波堤重量（気中重量）
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Ｕ：浮力
Ｆｖ１：防波版斜面部に作用する鉛直波力
Ｆｖ２：底版に作用する鉛直波力（鉛直下向きを正）
ＦH：水平波力合力
【請求項４】
  請求項１乃至３のいずれかに記載の防波堤用構造体を、前記防波版が連続するように並
べて海底地盤に配置したことを特徴とする防波堤。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、港湾や漁港等に建設される防波堤用構造体、及び、該防波堤用構造体を用い
た防波堤に関する。
【背景技術】
【０００２】
　防波堤は、来襲する波浪で生じる波力に対して、その重量（自重）により安定性を確保
している構造物である。この波力には、波が防波堤に押し寄せた状態（以後、波の山作用
時）で作用する波力と、波が防波堤から引いた状態（以後、波の谷作用時）で作用する波
力があり、それぞれの波力の算定には、合田式が一般的に用いられている。それぞれの状
態における作用波力模式図を図１（Ａ）、（Ｂ）に示す。防波堤１０の重量は、この波力
に対して、波の山作用時と波の谷作用時の両方において、滑動安全率ＳＦ（（３）式参照
）が１．２以上となるように定めている。
【０００３】
＜滑動安定性の照査式＞
　　ＳＦ＝μ（Ｗ－Ｕ＋ＦV）／ＦH≧１．２　　　…（３）
　　　　　Ｗ：防波堤重量（気中重量）
　　　　　Ｕ：浮力
　　　　　ＦV：鉛直波力合力（鉛直下向きを正）
　　　　　ＦH：水平波力合力
【０００４】
　図２に示す如く、従来の防波堤（重力式）は殆どが箱形状であり、特許文献１や２に示
される如く、その内部に砂や石（中詰砂と称する）１２を投入することによって重み付け
をしている。図において、１４は上部工である。
【０００５】
　又、特許文献３乃至５に例示される如く、杭を打ち込むものもある。
【０００６】
【特許文献１】特開２００１－２０７４２５号公報
【特許文献２】特開２００１－２４１０２２号公報
【特許文献３】特開平１０－２３１５１１号公報
【特許文献４】特開２０００－２０４５３０号公報
【特許文献５】特開２００３－８２６３６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　ところが、静水面下の部分には浮力が作用するため、重量の半分程度は相殺されてしま
う。又、波作用時には、図１に示すように、底版１０Ｂ全体に鉛直波力が作用する。この
鉛直波力は、波の山が作用するときに鉛直上向きとなり（揚圧力と称する）、防波堤１０
を不安定にするように作用するため、（３）式を用いた照査により堤体重量を求めると、
殆どの場合において、図１（Ａ）に示した波の山作用時での必要重量となる。この時、図
１（Ｂ）に示した波の谷作用時の滑動安全率は非常に大きくなり、図３に示す設計断面に
ついて行なった、次に示す滑動安全率の比較例の如く、波の谷作用時には大きな余剰耐力
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を有してしまうことになる。
【０００８】
　滑動安全率の比較例
　・波浪条件
　　有義波高Ｈ1/3＝４．７ｍ，設計波高ＨＤ＝８．２５ｍ，周期Ｔ＝１１．０ｓ
　　堤体幅Ｂ＝６．７ｍ，堤体重量（水中重量）Ｗ＝２１６３．８（ＫＮ／ｍ），摩擦係
数μ＝０．７
　・作用波力（水平波力は岸向きがプラス，揚圧力は鉛直下向きがプラス）
　　＜波の山作用時＞
　　　水平波力Ｆｈ＝１１５６．７（ＫＮ／ｍ），揚圧力Ｆｕ＝－１８０．９（ＫＮ／ｍ
）
　　＜波の谷作用時＞
　　　水平波力Ｆｈ＝－４８９．４（ＫＮ／ｍ），揚圧力Ｆｕ＝１３９．７（ＫＮ／ｍ）
　・滑動安全率
　　＜波の山作用時＞　滑動安全率ＳＦａ＝１．２０
　　＜波の谷作用時＞　滑動安全率ＳＦｂ＝３．２９
【０００９】
　このような問題点を解決するべく、特許文献１乃至４には、前壁部を港外側から港内側
に向けて傾斜させることが記載され、特許文献５には凹面状とすることが記載されている
が、十分とは言えない。
【００１０】
　特許文献３乃至５には、更に、杭を打ち込むことが記載されているが、施工が大変であ
る。
【００１１】
　本発明は、前記従来の問題点を解消するべくなされたもので、港湾や漁港の防波堤に用
いるための、低コストの防波堤用構造体を提供することを第１の課題とする。
【００１２】
　本発明は又、前記防波堤用構造体を用いた防波堤を提供することを第２の課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明は、海底地盤上に載置可能な防波堤用構造体であって、該構造体は底板で海底地
盤上に載置される骨組み構造からなり、重量部分が水面上部に置かれ、少なくとも平均水
面が傾斜位置に来るように該骨組み構造体に配設された港内側に傾斜した不透壁を有する
防波版を備え、前記底板を少なくとも港内側と港外側に分割し、該底板間に底板の無い部
分を設けることにより、前記第１の課題を解決したものである。
【００１６】
　又、前記防波版の港内側に傾斜した不透壁と水面下で連接する鉛直の不透壁を設けたも
のである。
【００１７】
　本発明は、又、前記の防波堤用構造体であって、次の（１）式で表わされた、港外側か
ら港内側に押し寄せる波による該構造体に作用する押す力による該構造体の安全係数ＳＦ
ａと、次の（２）式で表わされた、港内側から港外側に引く波による該構造体に作用する
引く力による該構造体の安全係数ＳＦｂとを、共に１．２以上としたものである。
【００１８】
　　ＳＦａ＝（Ｗ－Ｕ＋Ｆｖ１－Ｆｖ２）／ＦH　　　　…（１）
　　ＳＦｂ＝（Ｗ－Ｕ＋Ｆｖ２）／ＦH　　　　　　　　…（２）
　ここで、Ｗ：防波堤重量（気中重量）
　　　　　Ｕ：浮力
　　　　　Ｆｖ１：防波版斜面部に作用する鉛直波力
　　　　　Ｆｖ２：底版に作用する鉛直波力（鉛直下向きを正）
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　　　　　ＦH：水平波力合力
【００１９】
　本発明は、又、前記防波堤用構造体を、前記防波版が連続するように並べて海底地盤に
配置することにより、前記第２の課題を解決したものである。
【００２０】
　本発明は、鋼管や形鋼で形成される骨組み構造体に防波版を取付ける構造形式とするこ
とで、静水面下に作用していた浮力をできるだけ小さくした。防波版は、防波堤全体の安
定性を向上させるために、港内側に向かって傾斜した斜面不透過壁とした。これにより、
斜面壁に作用する波力は水平成分（水平波力）と鉛直成分（鉛直波力）に分割することが
できる。このとき、水平波力は従来の垂直壁に作用するよりも低減し、鉛直波力は鉛直下
向き（防波堤を安定にする方向）に作用する。
【００２１】
　又、底版全体に作用していた鉛直波力（揚圧力）を低減するために、防波堤底面には、
港外側と港内側にそれぞれ分割した底版を設置した。
【００２２】
　これらにより、波の山作用時において、水平波力は低減し、鉛直上向きに作用する鉛直
波力（揚圧力）も低減するため、（３）式を満足する堤体重量Ｗは、従来よりも少なくす
ることができる。この時、波の谷作用時における滑動安全率ＳＦｂは、これまでの構造の
場合よりも小さくなり、波の山作用時と谷作用時における滑動安全率ＳＦａ、ＳＦｂを同
程度にすることができるため、無駄のない最適な防波堤断面とすることが可能となる。
【発明の効果】
【００２３】
　本発明によれば、鋼管や形鋼で形成される骨組み部材に、直立な不透過壁と港内側に向
かって傾斜した斜面不透過壁からなる防波版、港外側と港内側にそれぞれ分離した底版、
重量付けのための上部工を設置した構造形式とすることで、従来構造の防波堤よりも低コ
ストで製作することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２４】
　以下図面を参照して、本発明の実施形態を詳細に説明する。
【００２５】
　本実施形態の概略図を図４に示す。従来の重力式防波堤の中詰砂部を省略して、鋼管や
形鋼で形成される鋼製フレームの骨組み部材（骨組み構造体）２０を設け、その港外側に
防波版２２を取付ける。骨組み構造としているため、従来の箱形状の防波堤と比較して浮
力は殆ど作用しない。防波版２２は、防波堤１０の安定性を向上させるために、上部２２
Ａを斜面構造としている。防波堤１０の上端には、作用する波力に対して必要となる重量
付けのための上部工２４を設ける。又、防波堤１０の下端には、港外側と港内側のそれぞ
れに底版２６Ａ、２６Ｂを設け、底面全体に作用していた揚圧力を低減させている。
【００２６】
　本発明による実施形態が、実際の構造形式として成立するか否かを検証するために水理
実験を行った。水理実験では、設計に用いるための各部材に作用する波圧分布と防波堤全
体の安定性を検証した。実験断面図を図５に示す。実験模型は、実物の重心・重量を基に
フルード相似則を用いて縮小したものとし、縮尺率は１／５０とした。波の山作用時（Ａ
）と波の谷作用時（Ｂ）に、各部材に作用する波圧分布を図６に示す。実験時の波浪条件
は、現地換算値で、周期１１．０ｓ、波高８．２５ｍである。これより、図６（Ａ）に示
した波の山作用時において、防波版２２には合田式に斜面の効果を取り入れた細山田式、
底版は港外側２６Ａのみに波圧が作用する。一方、図６（Ｂ）に示した波の谷作用時には
、波高の１．０倍に相当する防波堤前面の水位低下量が静水圧分布として防波版２２に作
用し、底版は港外側２６Ａのみに作用する。また、上部工２４の下面は、波高の０．２倍
相当の静水圧分布を一様に作用させた。
【００２７】
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　今回の実験結果における波圧分布式の模式図を図７に示す。この波圧分布式を用いて、
防波堤の安定性を検証するために滑動実験を行った。滑動実験は、図７で示される波圧分
布式を用いて、図８に示す如く、滑動安全率ＳＦ＝１．０となる防波堤を対象に、様々な
波高を作用させて防波堤の滑動（変位）の有無により安定性を検証する手法である。滑動
安全率ＳＦ＝１．０以上において滑動（変位）がなければ、波圧分布式は妥当であり、本
発明による実施形態の防波堤が成立可能となる。
【００２８】
　実験結果を図９に示す。これより、滑動安全率ＳＦ＝１．０以上での滑動（変位）は生
じていないことから、図７に示す波圧分布式は妥当であり、本発明による防波堤が実際の
構造形式として成立可能であることが実証できた。
【００２９】
　そこで、図５に示す断面を対象にして、図６に示す波圧分布式を用いて滑動安全率を求
めた。その結果、波の山作用時と波の谷作用時の滑動安全率は従来構造と比べて同程度と
なっており、又、必要となる堤体重量Ｗは従来構造の７割程度であることから、本発明に
よる防波堤は、従来構造と比較して低コストに製作することが可能である。
【００３０】
　滑動安全率の比較
　・波浪条件
　　有義波高Ｈ1/3＝４．７ｍ，設計波高ＨＤ＝８．２５ｍ，周期Ｔ＝１１．０ｓ
　　堤体幅Ｂ＝１２．８ｍ，堤体重量（水中重量）Ｗ＝１４５７．０（ＫＮ／ｍ），摩擦
係数μ＝０．７
　・作用波力（水平波力は岸向きがプラス，鉛直波力・揚圧力は鉛直下向きがプラス）
　　＜波の峰作用時＞
　　　水平波力合力Ｆｈ＝７３２．３（ＫＮ／ｍ），鉛直波力合力Ｆｖ＝２９２．６（Ｋ
Ｎ／ｍ），
　　　揚圧力Ｆｕ＝－５４．０（ＫＮ／ｍ）
　　＜波の谷作用時＞
　　　水平波力合力Ｆｈ＝－７５３．７（ＫＮ／ｍ），鉛直波力合力Ｆｖ＝－７０．２（
ＫＮ／ｍ），
　　　揚圧力Ｆｕ＝４０．５（ＫＮ／ｍ），上部工下面の揚圧力Ｆｖ’＝－１３５．０（
ＫＮ／ｍ）
　・滑動安全率
　　＜波の山作用時＞　滑動安全率ＳＦａ＝１．６２
　　＜波の谷作用時＞　滑動安全率ＳＦｂ＝１．２０
【００３１】
　本実施形態においては、重量付けのための上部工２４と、港外側と港内側にそれぞれ分
離した底板２６Ａ、２６Ｂを併用していたので、効果が高い。なお、いずれか一方のみの
構成を採用することも可能である。
【図面の簡単な説明】
【００３２】
【図１】従来の問題点を説明するための、合田式による作用波力模式図
【図２】従来の重力式防波堤の一例の構成を示す断面図
【図３】同じく設計断面図
【図４】本発明に係る防波堤構造体の実施形態の構成を示す斜視図
【図５】同じく実験断面図
【図６】同じく波圧分布図
【図７】同じく波圧分布式模式図
【図８】同じく滑動安全率１．０の状態を示す断面図
【図９】同じく滑動実験結果を示す線図
【符号の説明】
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【００３３】
　８…基礎マウンド
　１０…防波堤
　２０…骨組み部材（骨組み構造体）
　２２…防波版
　２２Ａ…斜面部
　２２Ｂ…直立部
　２４…上部工
　２６Ｂ…港内側底板

【図１】 【図２】

【図３】
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【図４】 【図５】

【図６】 【図７】
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【図８】

【図９】
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